
はしがき

　本書の目的と成り立ち
契約書作成・チェックは，企業法務に携わる者にとって日常的な業務であり，

基本的なスキルの一つに属する。
これらの業務を正しく効率的に進めるためには，民法・商法をはじめとする

実体法の知識はもちろんのこと，税法や独占禁止法，各種業法等の公法的規制
の知識も不可欠である上に，民事訴訟法や破産法等の手続法の知識も欠かせな
いことから，総合的な法律知識の裏付けが必要である。また一方で，経済のグ
ローバル化の流れを受けて，日本語で作成された契約書であっても，英文契約
書の影響を大きく受けるようになっている。一例を挙げれば，英文契約書では
広く用いられている「表明保証条項」は，今日では日本語契約書でもよく見ら
れるようになったが， 年程度前に ってみればこのような条項が盛り込ま
れた日本語契約書は皆無に近かった。日本語で作成され日本法を準拠法とする
契約であっても，時代の流れやグローバル化の流れに応じて変化していくこと
は必須である。
しかしながら，契約書作成・チェックの知識や手法，雛形について体系的に

記載した書籍は多くなく，既刊書においても企業の法務担当者や弁護士等の実
務家の需要を十分に満たしているとは言いがたい。また，法科大学院や司法研
修所等の法律事務家・法曹養成機関においても，必要な教育は十分になされて
いないように思われる。
本書は，かかる現状を踏まえた上で，契約書作成・チェックの実務に携わる

実務家にとって有益な知識とスキルを得ることができる実務書となることを
狙って，阿部・井窪・片山法律事務所に所属する弁護士が執筆し編んだもので
ある。当事務所では，本書を執筆するに先立ち，クライアント企業の法務部・
総務部のご担当者有志数十人にお声がけし，契約書作成・チェックに必要な知
識と雛形に関する契約類型ごとの研究会（契約実務研究会）を約 年半合計
回に亘って開催した。本書は，これら一連の契約実務研究会の成果を盛り込ん
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で執筆し編んだものであり，この意味で，クライアント企業のご担当者の皆様
と当事務所所属弁護士との合作であるとも言える。

　本書の特徴と使い方
本書は，実務家にとって必要な，契約書作成・チェックに即利用可能で有益

な知識と雛形を，契約類型ごとに提示している点に大きな特徴を有している。
具体的には，まず，契約書作成の基本的なプロセスや考え方について総説的

に述べた後に（第 1章），売買契約・賃貸借契約等の基本的な契約類型から共
同開発契約・企業提携契約・知的財産権のライセンス契約等の特殊な契約類型
に至る各種契約に関して，契約書作成・チェックに必要な知識を解説し，即利
用可能な雛形を多数提示している。その上で，これら雛形の各条項について必
要に応じて詳しく解説を加え，また，契約上のそれぞれの立場（例えば売買契
約であれば，売主，買主のそれぞれの立場）に立った場合に望ましい条項案も提
示している（第 2章～第 10章）。さらに，各契約類型に共通して用いる条項に
ついて，基本的な考え方を解説するとともに条項案も提示している（第 11章）。
実務家，とりわけ若手実務家においては，第 1章から第 11章までを通読す

ることによって，契約類型ごとに必要な知識とスキルを網羅的に得ることがで
きる。もし，ある特定の契約類型に特化した知識とスキルを手早く得たいとい
う場合には，契約書作成のプロセス・考え方について述べた第 1章と双務・有
償契約の典型である売買契約・賃貸借契約について述べた第 2章および第 3章
を通読した後，当該特定の契約について記載がある章を精読し，さらに共通条
項の理解のために第 章を読むことによって，当該特定の契約類型に特化し
た知識とスキルを得るという使い方もできるようになっている。
企業法務実務家は忙しい。時と場合に応じて，臨機応変に活用していただき

たい。

　謝辞
前述のとおり，本書は契約実務研究会にご参加いただいたクライアント企業

のご担当者との合作とも言えるものであり，ご担当者の皆様のご協力なしには
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成立し得なかった。業務多忙のなか時間を割いて下さったご担当者の皆様に，
まず深く御礼を申し上げたい。
また，本書は多数の書式を盛り込んだばかりでなく文献や判例等も可能な限

り引用するように努めたため，編集・校正作業は複雑で長い時間を要すること
となった。本書の企画を取り上げて下さった上に，前述の勉強会にも参加し，
さらに，困難な編集作業にも根気よくお付合い下さった有斐閣の高橋 様，信
国幸彦様，小野美由紀様にも御礼を申し上げたい。
本書の執筆陣は，いずれも当事務所の井窪保彦弁護士の指導を受けたもので

ある。同弁護士は昨年還暦を迎え，その法曹生活はまもなく 年になろうと
している。契約書作成の実務に関する各執筆者の知識・経験は，全て同弁護士
の指導の結果として獲得されたものと言っても過言ではない。最後に，井窪保
彦弁護士の長年の指導に対して，本書執筆陣の総意として本書面を借りて謝意
を表するものである。

年 月

執筆者を代表して　弁護士　佐
さ

長
いき

　功
弁護士　本多広和
弁護士　服部　誠
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弁護士　小林幹幸
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The business and the form of a contract
Chapter 5

第5章
譲渡担保契約

Ⅰ 総論
　譲渡担保とは
譲渡担保とは，担保の目的で目的物の所有権を債権者に移転させる約定担保

物権である。
民法に定められた約定担保物権には抵当権と質権があるが，これだけでは経

済社会の要請に十分応えることができない。すなわち，抵当権の目的物は，不
動産に限られている（特別法による動産抵当も自動車抵当，機械抵当など特定の動
産に限られている）。質権は，動産にも設定することができるが，動産質権は質
権者による質物の占有継続が第三者対抗要件とされているため（民 条），
質権設定者が目的物の利用を続けることができない。また，担保の実行の場面
においても，抵当権や質権は，民事執行法により厳格な強制執行手続が定めら
れ，配当までにかなりの時間を要する。
そこで，この問題点を回避するために，商慣習上譲渡担保が生み出され，判

例もその有効性を認めてきた。譲渡担保は，担保目的物に制限がなく，不動産，
動産，債権のほか，株式や知的財産権などにも設定することができる。また，
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譲渡担保設定者（以下「設定者」という）が目的物の占有・利用を継続するこ
とが可能である。さらに，譲渡担保は，後述のとおり（→ ），いわゆる私的実
行が認められ，簡易かつ早期に優先弁済を受けることが可能である。
このように譲渡担保は，民法に規定がなく，商慣習の中で約定担保物権とし

て判例上認められてきたものであることから，その内容・範囲等については，
原則として設定契約の条項により画されることとなる（一部は判例により画さ
れる）。そのため，民法に定めのある抵当権および質権の設定契約書と比べて，
譲渡担保権設定契約の条項は自由度が高く，設定者と譲渡担保権者の交渉に
よって定まる条項が多い。そこで，本章の譲渡担保権設定契約書の雛形におい
ては，設定者と譲渡担保権者の利害が対立しやすい条項について，それぞれに
有利と考えられる条項を提案している。なお，本章では，機械設備などの個別
動産を目的とする譲渡担保権設定契約書，在庫商品など構成部分の変動する集
合動産を目的とする譲渡担保権設定契約書，将来債権を目的とする譲渡担保権
設定契約書の 種類の雛形を提示している。

　譲渡担保の法的性質
譲渡担保は，「所有権移転」という法形式と「担保」という実質との間に
ギャップがある。譲渡担保の法的性質については，このギャップをどのように
法律構成するかをめぐって，所有権的構成と担保的構成の つの考え方がある。
所有権的構成は，「所有権移転」という法形式を重視し，目的物の所有権が

譲渡担保権者に移転するという構成である。担保的構成は，「担保」という実
質を重視し，目的物の所有権は設定者に残ったままで，譲渡担保権者は担保権
を有するにすぎないという考え方である。
判例は，譲渡担保の設定により，目的物件の所有権は一応譲渡担保権者に移

転するが，それは債権担保の目的を達するのに必要な範囲にとどまり，なお設
定者に一定の物権が残存しているという立場をとっており，基本的には所有権
的構成によりつつも，事案に応じて担保としての処遇を行っているといわれる。
例えば，最判昭和 年 月 日（民集 巻 号 頁）は，集合動産譲渡
担保において目的動産上に第三者が動産売買の先取特権を有していても，譲渡
担保権者は第三取得者（民 条）にあたり，先取特権には追及力がないとし
た。これは譲渡担保権者が所有権を取得したことを前提とした論理である。他
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方で，最判昭和 年 月 日（民集 巻 号 頁）は，設定者に会社更生
手続が開始された場合に，譲渡担保を更生担保権者に準じた取扱いをすること
を認めた。これは譲渡担保が担保であることを前提とした論理である。

　私的実行
譲渡担保は，抵当権や質権のように民事執行法において実行手続が規定され

ておらず，その実行は，民事執行法によらない私的実行によることになる。私
的実行の方法は，譲渡担保の対象が動産や不動産の場合と債権の場合とで異な
る。
譲渡担保の対象が動産や不動産の場合，被担保債権の期限の利益の喪失など

の譲渡担保の実行事由が生じると，まず，譲渡担保権者は設定者に対して実行
通知を行い，その後，目的物を第三者に処分してその処分代価を被担保債権に
充当するか（処分清算型），目的物を適正な価額で評価の上，確定的に所有権を
取得してその評価額をもって被担保債権に充当する（帰属清算型）。私的実行の
方法を，処分清算型とするか，帰属清算型とするか，その双方を可能とするか
は，契約当事者が譲渡担保権設定契約で定めることが可能である。実務上は，
帰属清算型は，担保目的物を譲渡担保権者自ら使用する場合に選択される。譲
渡担保権者が目的物を自ら使用することができない場合や，使用する意思がな
い場合には，処分清算型が選択されることとなる。
譲渡担保の対象が債権の場合，被担保債権の期限の利益の喪失などの譲渡担

保の実行事由が生じると，譲渡担保権者は，まず設定者に対して実行通知を行
い，その後，担保として取得した債権を自ら取り立てて回収するか，債権を第
三者に売却して被担保債権に充当することにより，私的実行を行う。

　受戻権
設定者は，弁済期の経過後であっても，譲渡担保権者が譲渡担保の実行を完

了するまでの間は，被担保債権の全額を弁済して譲渡担保を消滅させ，目的物
の所有権を回復することができる（最判昭和 ・ ・ 民集 巻 号 頁。こ
れを設定者の受戻権という）。譲渡担保権者が譲渡担保の実行を完了するまでの
間とは，具体的には，帰属清算型の譲渡担保においては，譲渡担保権者が設定
者に対し，目的物の適正評価額が被担保債権の額を上回る場合は，清算金の支
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払またはその提供をするまでの間であり，目的物の適正評価額が被担保債権の
額を上回らない場合はその通知をするまでの間である。また，処分清算型の譲
渡担保においては，その処分の時までの間である（前掲最判昭和 ・ ・ ）。
もっとも，譲渡担保権者が清算金の支払または提供前に目的物を第三者に処分
した場合は，譲受人は確定的に所有権を取得し，設定者は受戻権を失う（最判
平成 ・ ・ 民集 巻 号 頁）。また，被担保債権の弁済期後に譲渡担保
権者の債権者が目的不動産を差し押さえ，その旨の登記がされたときは，設定
者は差押登記後に被担保債権の全額を弁済しても，第三者異議の訴えにより強
制執行の不許を求めることはできない（最判平成 ・ ・ 民集 巻 号
頁）。
受戻権を行使する場合，設定者は目的物の返還に先立って弁済を行う必要が

ある（設定者の弁済義務と譲渡担保権者の目的物返還義務との履行の先後関係は，
前者が先履行となる。最判平成 ・ ・ 判時 号 頁）。また，被担保債権の
弁済期が到来した場合に，設定者が受戻権を放棄して譲渡担保権者に清算金を
請求することはできない（最判平成 ・ ・ 民集 巻 号 頁）。

　集合動産譲渡担保と将来債権譲渡担保
（１）集合動産譲渡担保
譲渡担保は，工場の機械設備等の個別の動産について設定することができる

ことはもとより，倉庫内の商品や，工場内の原料・仕掛品・完成品といった，
所有者の事業活動によって絶えず構成部分が入れ替わる個別動産の集合体（集
合動産）についても，その種類，所在場所および量的範囲を特定するなどの方
法によって目的物の範囲が特定される場合には， 個の集合物として譲渡担保
の目的とすることができる（最判昭和 ・ ・ 民集 巻 号 頁，前掲最判
昭和 ・ ・ ）。

（２）将来債権譲渡担保
譲渡担保は，設定契約時に既に発生している債権のみならず，設定契約締結

後に発生する将来債権についても設定することができる。将来債権の発生の可
能性が低いことは，将来債権を目的とする債権譲渡契約の効力を当然には左右
しない（最判平成 ・ ・ 民集 巻 号 頁）。
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また，債権譲渡担保は，債権の発生原因を同じくする将来債権を一括して担
保の目的とすることも，債務者が有する他の債権から識別することができる程
度に特定されていれば，可能である（最判平成 ・ ・ 民集 巻 号 頁）。
担保の対象たる債権の債務者（譲渡担保権者からみれば第三債務者）が不特定の
者であっても差し支えない。
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Ⅱ 動産譲渡担保権設定契約書の条項例と解説

雛形
※　欄外の番号は条項解説の該当箇所を示す。

動産譲渡担保権設定契約書

○○（以下「甲」という）と○○（以下「乙」という）とは，乙が甲に対し負担
する債務を担保するため，乙が有する動産につき譲渡担保権を設定するべく，以下
のとおり契約（以下「本契約」という）を締結する。

・
第 条（動産譲渡担保権の設定）
乙は甲に対し，本日，下記の債権を担保するため，別紙記載の機械（以下「本件

機械」という）を譲渡した。

記
⑴　極度額 金○円
⑵　債権の種類 甲と乙との平成○年○月○日付取引基本契約に基づき

甲が乙に対して有し又は将来有する一切の債権

第 条（引渡し）
乙は甲に対し，本日，本件機械を占有改定の方法により引渡しを完了した。

第 条（動産譲渡登記）
甲と乙は，乙の費用にて本契約締結後直ちに本件機械について，動産及び債権の

譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律に基づき，存続期間を 年と
する動産譲渡登記を行うものとする。

第 条（明認方法）
乙は，本件機械が甲の所有に属することを公示する明認方法を施すものとする。

明認方法の具体的様式等は，甲が別途定めるものとする。

第 条（本件機械の使用・管理）
　甲は乙に対し，乙が本件機械を通常の使用方法に限り使用することを認める。
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　乙は，本件機械を善良なる管理者の注意義務をもって甲のために無償で管理す
るものとする。本件機械の管理に要する費用及び公租公課は，乙の負担とする。

第 条（表明・保証）
乙は甲に対し，以下の事項が本契約締結日において真実に相違ないことを表明し，
保証する。
⑴　本件機械について，乙は完全かつ唯一の所有権者である。
⑵　本件機械につき，所有権，用益物権，担保物権その他甲の譲渡担保権を害す
るような第三者の権利関係は存在せず，また，差押え，仮差押え，滞納処分，
その他の甲の譲渡担保権の行使を阻害する法的負担も存しない。
⑶　本件機械につき，その品質，保存状態及び性能等に何らの物理的瑕疵及び法
律的瑕疵は存しない。
⑷　本契約に基づく本件機械に対する譲渡担保権の設定及び対抗要件の具備は，
乙の詐害の意図その他の不当な意図に基づくものではない。

・

・

第 条（乙の遵守事項）
　乙は，甲の事前の承諾なく，本件機械の保管場所を変更してはならない。
　乙は，本件機械について，甲以外の第三者に対する占有の移転，譲渡，用益物
権の設定又は担保物権の設定をしてはならない。
　乙は，本件機械について故障，品質劣化，毀損等の担保価値が減少し，その価
額が第 条に定める被担保債権の額を下回るおそれがあるときは，甲に対し直ち
にその旨を通知し，甲の求めがあるときは，追加担保を差し入れなければならな
い。
　乙は，本件機械につき第三者が所有権その他の権利主張をした場合又は第三者
が仮差押え，仮処分，強制執行，滞納処分による差押えを行った場合には，甲に
対し直ちにその旨を通知するものとする。
　甲は，必要と認めるときは，本条に定める事項の遵守の有無について，乙の事
務所，工場，倉庫等に立ち入り，本件機械の調査を行うことができ，乙はこれに
協力しなければならない。

・

・

第 条（本件機械の管理状況の報告，調査）
　甲は乙に対し，自ら必要と認めるときは，本件機械の管理状況について資料の
提出又は報告を求めることができる。乙は，かかる資料又は報告の内容について，
提出時又は報告時において真実かつ正確なものとしなければならない。
　甲は，本件機械の管理状況を把握するため，甲が別途定める時期及び甲が必要
と認めたときに，本件機械を保管する場所へ立入調査を行うことができるものと
し，乙はこれに協力しなければならない。
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第 条（期限の利益の喪失）
次の各号のいずれかに該当する事由が発生した場合，乙は，甲の乙に対する何ら

の通知なくして，第 条に定める被担保債権について当然に期限の利益を喪失し，
直ちに甲に弁済しなければならない。
⑴　第 条各号に定める表明保証事項について違反があったことが判明したとき
⑵　本契約に定める条項に違反し，乙に対する是正催告後 日間以内に当該違
反が是正されないとき

⑶　監督官庁より営業の許可取消，停止等の処分を受けたとき
⑷　支払停止若しくは支払不能の状態に陥ったとき，又は手形若しくは小切手が
不渡りとなったとき

⑸　その財産（本件機械を含むが，これに限られない）に対し第三者より差押え，
仮差押え，仮処分若しくは競売の申立て，又は公租公課の滞納処分を受けたと
き

⑹　破産手続開始，民事再生手続開始，会社更生手続開始，特別清算手続開始の
申立てを受け，又は自ら申立てを行ったとき

⑺　解散，会社分割，事業譲渡又は合併の決議をしたとき
⑻　資産又は信用状態に重大な変化が生じ，本契約に基づく債務の履行が困難に
なるおそれがあると認められるとき

⑼　その他，前各号に準じる事由が生じたとき

第 条（譲渡担保の実行）
　第 条に定める被担保債権につき期限が経過した場合又は乙が甲に対する期限
の利益を喪失した場合には，甲は乙に対し，本件機械について，第 条に定める
譲渡担保権を実行する旨の通知を行うことができる。甲がかかる通知を行ったと
きは，乙は本件機械の使用権限を失う。
　乙は，前項の定めにより本件機械についての使用権限を失ったときは，甲の求
めに応じ，本件機械を甲又は甲の指定する者に現実に引き渡さなければならない。
　乙は，第 項の定めにより本件機械についての使用権限を失った後も，本件機
械の占有を有する限り，本件機械を善良なる管理者の注意をもって保管しなけれ
ばならない。
　第 項の定めにより乙が本件機械の使用権限を失ったときは，甲は，本件機械
を適正な価格により評価し，その評価額をもって乙の甲に対する債務の弁済の全
部又は一部に充当することができる。また，第 項の定めにより乙が本件機械の
使用権限を失ったときは，甲は，本件機械を自ら適当と認める方法，時期，価格
等により処分し，処分代金から公租公課その他の諸経費を差し引いた残額をもっ
て乙の甲に対する債務の弁済の全部又は一部に充当することができる。なお，甲
は，自ら適当と認める順序，方法により充当を行うことができるものとする。
　前項に定める債務の弁済充当後に残余金を生じたときは，甲は乙に対し，これ
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を清算金として返還するものとする。ただし，当該清算金には利息又は損害金を
付さないものとする。

第 条（地位の譲渡の禁止）
乙は，甲による事前の書面の承諾がある場合を除き，本契約に基づく地位の全部
又は一部につき，譲渡，質入れその他の処分をしてはならない。

第 条（契約の疑義）
本契約の解釈について疑義を生じた場合又は本契約に定めのない事項については，
甲乙協議の上，信義誠実の原則の下，その対応を決定するものとする。

第 条（合意管轄）
本契約に関連する訴訟については，甲の本店所在地を管轄する裁判所を第一審の
専属的合意管轄裁判所とする。

本契約の成立を証するため本書 通を作成し，各自記名捺印の上，各 通を保有
する。

平成　年　月　日

甲

乙

（別紙）
動産の表示
種類　油圧式プレス機
特質　製造番号：ABC
型式　AB－
製造社名　○○

第 5章　譲渡担保契約
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条項解説
　被担保債権（第 条）

譲渡担保とは，担保の目的で目的物の所有権を債権者に移転させる約定担保
物権であるから，被担保債権の特定が必要である。実務上は，雛形のように継
続的取引から生じる一切の債権を被担保債権とする根譲渡担保の場合が多いが，
既発生の特定債権を被担保債権とする場合もある。ただし，「甲（債権者兼譲渡
担保権者）が乙（債務者兼設定者）に対して現在及び将来有する一切の債権」を
被担保債権とする包括根譲渡担保は，公序良俗に反し，無効とされるおそれが
あるので注意が必要である。なお，抵当権によって担保される利息，遅延損害
金を最後の 年分に限るという民法 条は，動産譲渡登記，債権譲渡登記で
は被担保債権が登記事項とされておらず，第三者の信頼を保護する必要がない
こと等の理由により，譲渡担保には類推適用されないと解されている。
既発生の特定債権は，発生原因（契約日，契約名称等），債権額等で特定する。
請負契約に基づく代金債権を被担保債権とする場合の記載例，金銭消費貸借契
約に基づく貸金返還請求権を被担保債権とする場合の記載例を挙げると次のと
おりである。

（条項例）請負契約に基づく代金債権を被担保債権とする場合
甲（債権者兼譲渡担保権者）と乙（債務者兼設定者）との平成○年○月○日付
請負契約に基づく請負代金債権金○円

（条項例）金銭消費貸借契約に基づく貸金債権を被担保債権とする場合
甲（債権者兼譲渡担保権者）と乙（債務者兼設定者）との平成○年○月○日付
金銭消費貸借契約に基づく貸金債権金○円及びこれに対する利息，遅延損害金

なお，根譲渡担保の場合に極度額（被担保債権の上限額）の定めが必要かと
いう点については，必要説と不要説がある。必要説は，被担保債権が際限なく
膨らむと設定者に酷な結果となることを指摘する。判例の態度は明らかではな
いが，実務上は，契約が無効となるリスクを避けるべく，極度額を設けること
を検討すべきであろう。
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　目的物の特定（第 条）

譲渡担保は約定担保物権であるから，契約で担保の目的物を明確に特定する
必要がある。個別動産は，①　動産の種類および②　動産の記号，番号その他の
同種類の他の物と識別するために必要な特質によって特定する（動産・債権譲
渡登記規則 条 項 号参照）。②の具体例としては，製造番号や製品番号が挙
げられる。製造番号や製品番号がない場合，他の動産と識別できる管理番号や
標識をネームプレートなどに記載して目的物に貼り付けることも考えられる。

　対抗要件─引渡し（第 条）

譲渡担保は，法形式上，目的物の所有権を債権者に移転させるものであるか
ら，対抗要件は動産の譲渡に準ずる。
動産の譲渡の対抗要件は，民法によれば目的物の「引渡し」である（民

条）。そして民法は，具体的な動産の引渡しの方法として，「現実の引渡し」
「簡易の引渡し」「占有改定による引渡し」「指図による占有移転による引渡
し」の つを定めている（民 条～ 条）。
「現実の引渡し」とは，譲受人に物に対する現実の支配を移転することであ

る（民 条 項）。例えば，譲渡人Aが譲受人Bに売買の目的物であるカメ
ラを手渡す場合である。
「簡易の引渡し」とは，譲受人が現に物を所持する場合に譲渡人の意思表示

のみによってする引渡しである（民 条 項）。例えば，カメラの賃借人B
が賃貸人Aから当該カメラを譲り受けた場合，BがいったんAにカメラを返
還して，その後Aから現実の引渡しを受けるのは 遠であるため，Aの意思
表示のみによる引渡しを認めたものである。
「占有改定による引渡し」とは，物の占有者が，その物を手元に置いたまま，

以後譲受人のために占有すべき意思を表示することによってする引渡しである
（民 条）。例えば，譲渡人Aがカメラを手元に置いたまま，譲受人Bにカ
メラを譲渡するとともに，カメラをBから借り受ける場合に用いられる。
「指図による占有移転による引渡し」とは，占有代理人が占有する物を譲渡

する場合に，その物を占有代理人の手元に置いたまま，譲渡人が占有代理人に
対して以後譲受人のためにその物を占有すべき旨を命じ，譲受人がこれを承諾
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The business and the form of a contract
Chapter 11

第11章
各契約に共通する条項

Ⅰ 総論
本章では，これまでにみたそれぞれの類型の契約書にほぼ共通して含まれる

条項について，項目ごとに解説する。各項目においては，条項として記載すべ
き事項等の解説を中心に，必要に応じて具体的な条項例を紹介する。
これらの条項は，各契約の中核的な規定（売買契約であれば目的物，引渡し，

代金支払等の規定）ではないことから，契約書においては，通常，後の方に位
置づけられ，契約書の作成，検討に際しても「後回し」となりがちである。ま
た，規定内容もそれぞれの契約書に共通した内容や言い回しであることが多い
ため，往々にして詳細な確認や検討を怠りがちでもある。
しかし，中核的ではないからといって，取引の過程において出番がないとい

うわけではない。むしろ，契約締結当時には想定していなかった事態が生じ，
契約上の義務の履行に問題が生じたり，当事者間に紛争が起きたりした場面に
おいて適用すべき重要な条項ばかりである。この規定の仕方が不十分であった
り欠落したりしていたがゆえに，トラブルに対処できず不利益を被るという可
能性は大いにある。
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もっとも，こうしたトラブル時のルールに関しても，多くは民商法の原則が
設けられ，契約条項がない場合にはこの原則が適用される。しかし，原則のみ
では不都合なことも多いため，契約書で取引の実情に応じて原則と異なる内容
を規定することが多い。各契約に共通する条項は，内容や表現が定型的になり
がちであるが，それぞれ背景や根拠があるのであり，単に雛形をそのまま写し
て利用するのではなく，今回の取引において雛形や書式の各条項例が必要・適
切なのか，追加・修正すべき点はないかを十分に検討すべきである。また，結
果として定型的な表現に落ち着くことが多いとはいえ，相手方から提示された
契約書案において，自分たちに不利益となる条件が含まれていることは大いに
考えられるので，定型的な条項・表現だからといって検討を省略することは適
切ではない。
各条項においては，それぞれ検討・確認すべき要素，チェックポイントがあ

り，以下の項目ではこの点について解説を施している。これらを理解した上で，
併せて掲載している条項例を活用していただきたい。
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Ⅱ 解説と条項例
　契約期間

（１）総論
通常の売買契約など一回の給付をもって終了する契約の場合には，契約書に

履行期日などの規定があれば足り，契約の有効期間を特に定める必要はない。
しかしながら，売買契約であっても取引基本契約であれば契約の有効期間を定
める必要が生じるし，賃貸借に代表されるような契約関係が継続することを前
提とする契約類型においては，契約の有効期間の定めが必須となる。
本項では，まず，契約の有効期間における基本的知識を確認した上で，ビジ

ネス契約において一般的に規定される自動更新条項や，中途解約条項について
説明する。

（２）契約期間に関する基本知識
（ア）始期と終期
当然のことであるが，契約期間に関する争いを防ぐためには，契約の有効期

間の始期と終期を一義的に明確に定めることが必要である。

（条項例①）
本契約の有効期間は，平成 年 月 日から同年 月 日までとする。

（条項例②）
本契約の有効期間は，平成 年 月 日から か月間とする。

条項例①のように始期・終期ともに日付で特定するのが最も明確な方法であ
ろう。年表示については，西暦でも和暦でもいずれでもかまわない。
条項例②のように始期を日付で特定し，始期からの期間を定める方法もある。

この方法の場合，契約の有効期間の長さを認識しやすい反面，次の（イ）で説
明するように期間の計算方法に注意する必要がある。

第 11 章　各契約に共通する条項
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（イ）期間の計算方法
Ａ 日単位によるとき
ａ 起算日
原則として初日を算入せず翌日から起算する（初日不算入の原則，民 条本

文）。ただし，初日の起算点が午前零時から始まるときは初日を算入する（同
条ただし書）。
ｂ 満了日
期間はその末日の終了をもって満了する（民 条）。ただし，期間の末日

が休日にあたりその日に取引をしない慣習がある場合に限り，翌日で満了する
（民 条）。
Ｂ 週・月・年単位によるとき
ａ 起算日
日単位の場合と同様である。
ｂ 期間の計算
週・月・年の単位で表示されるときは暦に従って計算する（民 条 項）。

したがって，月単位の場合にも 日まである月と 日で終わる月を区別せず，
年単位の場合にも平年と閏年を区別しない。ただし，週単位の場合には 日単
位で換算する。
ｃ 満了日
週，月または年の初めから期間を起算しないときは，その期間は最後の週・

月・年においてその起算日に応当する日の前日に満了する。ただし，月または
年によって期間を定めた場合において，最後の月に応当する日がないときは，
その月の末日に満了する（民 条 項）。なお，期間の末日が休日にあたりそ
の日に取引をしない慣習がある場合に限り，翌日で満了する（民 条）。

（３）自動更新条項
（ア）意義
契約期間が満了すれば原則として自動的に契約は終了するが，企業間で締結

される継続的契約においては，いずれかの当事者から意思表示なき限り自動的
に契約が更新されていくという，いわゆる自動更新条項が規定されることが多
い。
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図 　日単位による期間の計算方法

図 　月・年単位による期間の計算方法
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